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1. 国際自己申告非行調査 (ISRD)の日本における展開

自己申告という手法を通して、主として中学生の非行経験や被害状況

等を調べることを目的とした国際プロジェクトである「国際自己申告非

行調査」 (InternationalSelf-Report Delinquency Study; ISRD) につい

ては、既に上田ほか (2020)や相良ほか (2021) といった形で本誌に紹

介されている。そのため、ここではこれまでの進捗状況についてのみ簡

潔に述べる。日本は2017年に調査チームを結成し、第 3回調査 (ISRD3)

から参加している。 2021年からは55ヶ国が参加する第4回調査 (ISRD4)

が始動しており、日本でも調査票の翻訳を完成させ、実査に向けた最終

的な調整を進めている。

同時に、日本での ISRD3本調査は2020年2月に完了しており、その

成果と概要は報告書にまとめられているほか＼既に実証研究の成果が

報告されている。上記 2つの論稿においても指摘されている通りに、

ISRDプロジェクトでは「犯罪学理論の検証」やそれを通じた非行対応

に係る情報提供や対策の立案といった「教育現場への還元」が大切にさ

れてきた。そこで本稿では、いくつかの理論研究の成果を紹介する［

（竹中祐二）
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2. ISRD3日本版調査の結果概要

(1) 回答者の属性について

本節では、日本で実施された ISRD3調資の概要を記述する。日本に

おける ISRD3調査の概要については、上田ほか (2020)に詳しく述べ

られているので、ここでは簡潔に確認するのみにとどめる。

日本での ISRD3調査は、 2019年12月から2020年2月にかけて近畿地

方z市で実施された。 z市内に在籍する中学生は約6,200名、サンプリ

ングされたクラス数は53クラス（在籍生徒数約l,900名）、調査を実施で

きたクラス数は37クラス（在籍生徒数1.362名）であり、当日の欠席者・

不同意者を除く回答者数は1,226名であった。回答者の属性は表 1のと

おりである。

表1 回答者の属性

男性 女性 合計

1年生 188 176 364 

2年生 226 214 440 

3年生 223 199 422 

合計 637 589 1,226 

z市における少年非行の状況を確認しておくと、 2010年から2019年の

10年間で、 2016年を除いて Z市における刑法犯少年の割合は全国平均

よりも低かった。また、 Z市所在県の平均と比較した場合も2016年を除

いて Z市の方が低かった。つまり、今回の調査で得られたデータは必

ずしも日本の平均的なサンプルではないことに留意する必要がある。な

お、学力状況は全国平均とほぽ同水準である（相良ほか2021:107-108)。

(2) 非行経験の単純集計

分析に先立って、非行経験に関する結果の概要を記述する。 ISRD3で

は14種類の非行を調査項目として設定している。この14項目それぞれに

ついて、まず「これまでに 1度でもやったことがあるか」という形で質

問する。そして、各質問に「ある」と回答した者のみが、その非行を「過

去1年で何度やったことがあるか」という設問に回答する形式となって

いる。まず、これまでに14種類の非行を経験したことのある生徒の割合

を示す（図 1)。14項目中 6項目で経験率が1％以下となっているなか、

落書き (5.8%）、窃盗 (5.2%）、集団でのけんか（6.3%）、違法ダウンロー

ド(7.2%）の4項目は、 5％以上の生徒が「経験あり」と回答している又
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次に、 14種類の非行のうち回答者が何種類の非行を経験しているのかを

確認する。回答の結果は、最小値が0、最大値が14であった (n=l,175)ぢ

そして、回答者の約79％が〇種類（これまでに非行を経験したことが

ない）と回答している。 1種類と回答したのが約12％であり、 0種類と

1種類で回答者の90％以上を占めている。 2種類と回答したのが4.6%、

3種類と回答したのが1.5%である。 4種類以上と回答している生徒は、

いずれも 1％未満である。

これらの結果は、平均的なサンプルとはいえないものの、日本におけ

る少年非行の少なさを示唆するものであるといえるだろう。
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図1 各種非行を経験したことのある生徒の割合（nは回答者数）

3. 社会的ボンド理論の検証—学校への愛着に注目して

(1) 社会的ボンド理論

（大江将貴）

本節では、 Hirschi(1969 = 2010)が提唱した社会的ボンド理論につ

いて ISRD3日本データを用いて検証を行う。社会的ボンド理論では、

愛着 (attachment)、投資 (commitment)、巻き込み (invol vemen t)、

規範観念 (belief) という 4つのボンドの弱化、欠如により非行は起き

ると説明される。社会的ボンド理論は、国際的に多数の検証がなされて

おり、日本国内でも検証が行われている理論である（たとえば、山本

2005)。

(2) 変数

まず独立変数について述べる。 ISRD3では社会的ボンド理論に関する

設問が含まれている。そのうち本節では、「学校への愛着」を独立変数

として使用する。学校への愛着は、「もし転校しなければならなくなっ

たら、わたしはさみしくなるだろう」「私は、朝学校に行くのが楽しい」
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「私は学校が好きだ」「わたしのクラスはおもしろい」の 4つの設問から

構成されている。それぞれの設問は、「 1とてもそう思う」 「2ややそう

思う」「 3あまりそう思わない」「4まったくそう思わない」となってお

り、分析に用いるにあたり、「とてもそう思う」を 4、「まったくそう思

わない」を 1となるようにリコードした。分析にはこの 4つの設問に対

する回答を合算したものを用いる (Cronbachのa=0.856)。つまり、

4つの設問すべてに対して、「とてもそう思う」と回答した者は16、

「まったくそう思わない」と回答した者は 4となる。本節の分析では、

4~8を「愛着（弱）／」、9～ 12を「愛着（中）」、 13~16を「愛着（強）」

とした。

従属変数にはこれまでに経験した自己申告非行の種類数を用いる。上

述したように ISRD3では14項目の非行経験をたずねているため、自己

申告非行種類数の値は 0~14をとる。ここでは 0~14を「 0種類」、「 l

種類」、 「2種類以上」と分類した。

(3) クロス表分析

性別ごとに学校への愛着と自己申告非行の関係をクロス表分析により

確認する （図2・図 3)。

分析の結果、男子、女子とも学校への愛着と自己申告非行との間に

5％水準で有意な関係がみられた。男子、女子ともに学校への愛着が強

いほど、非行を経験していない生徒が増加していることが確認できる。
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; X =14 131 df=4炉O・007 n=579 
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図2 学校への愛着と自己申告非行 図3 学校への愛着と自己申告非行
のクロス（男子） のクロス（女子）

(4) 小括

本節では、 Hirschiの社会的ボンド理論のうち、学校への愛常に注目
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して、検討を行ってきた。分析の結果からは、学校への愛着は非行発生

に対して、有意な抑制効果を持っていた。つまり、生徒たちが学校その

ものや所属する学級集団に対するつながりを感じることができれば、非

行の発生を抑えることが可能になるということである。

今後は、学校場面における他の社会的ボンドと非行発生の関係につい

てさらなる検討を行う必要がある。

（大江将貴）

4 日本の中学生におけるセルフコントロールと非行行動の関連性

(1) 理論の概要

本節では ISRD3日本データを用いた「セルフコントロール理論」の

実証分析を行う。 Gottfredsonand Hirschi (1990 = 2018) において提唱

された同理論の中心的仮説は「セルフコントロール（自己統制力）が低

い個人ほど非行に至る傾向にある」というものであり、さらにこのメカ

ニズムは人種・性別・文化を超えて普遍的に観察されることが主張され

ている。

(2) 変数

独立変数「セルフコントロール」について説明する。セルフコント

ロール理論の後続研究においては、 Grasmicket al. (1993) において提

示されたセルフコントロール尺度が広く検証に用いられており、 ISRD

3ではその内「衝動l生・リスク志向・自己中心志向」の 3尺度が調査票

に採用されている。本分析では、これら 3尺度の程度を測る 9つの質問

に対する各回答 (1-4) を合算することで変数「セルフコントロール」

とした (Cronbachのa=0.812)。さらにこの変数の分布の累積％に基

づき、男子は「22-36＝低」「17-21＝中」「9-16＝高」、女子は「19-36＝低」

「15-18＝中」「9-14＝高」とカテゴリー化した。

従属変数「非行経験」に関しては、 14種類のこれまでの非行経験につ

いて一つでもある場合は「 1」、ない場合は「O」とダミー変数化した。

(3) クロス表分析

セルフコントロールの程度と非行経験の関連性を検討するクロス表分

析を男女別に行った。結果を図 4・ 5として示す。
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n=586 x’=46. 162 df=2 p=0. OOO n=570 X'＝41 ・ 336 df=1 9=0. 000 
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図4 セルフコントロールと非行経 図5 セルフコントロールと非行経

験の関連性（男子） 験の関連性（女子）

(4) 考察とまとめ

分析の結果、セルフコントロールが低い個人ほど非行に至る傾向にあ

ることが男女に共通して観察され、理論が示す中心的仮説を支持する結

果が得られた。

セルフコントロール理論を検証する実証研究の多くが欧米圏によるも

のであり、理論が示す普遍性の観点から、特に人種・文化の異なる東ア

ジア諸国を対象とした研究の蓄積が求められている。この点において、

「低セルフコ ントロール→非行経験」という関連性が日本の中学生にお

いても男女に共通して見出されたという本分析の結果の研究的意義は大

きい。

男女共に、同年代の集団においてもセルフコ ントロールの程度にばら

つきがあることは興味深い。セルフコントロールの先行要因をも含めた

分析5が、 ISRDの国際データを用いて多角的に進められることが期待

される。

（齋藤尭仁）

5. ISRD3データを活用した GoodLives Modelの仮説検証

(1) はじめに

ISRD3の調査票には、 GoodLives Model (GLM)の仮説検証を意図

した設問は置かれていない。本節では、 ISRD3の調査データの活用可能

性を探る試みとして、あえて想定されていない GLMの仮説検証を行う 。

GLMとは、 2000年代初頭にWardらによ って提唱された改善更生モ

デルである。このモデルでは、まず、あらゆる人間は、健康的な生活や
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仕事で認められることなどの基本財を追い求めるという一般的仮説が設

定される。次に、犯罪行為は、基本財を合法的に手に入れることができ

ない場合に、違法な手段によって得ようとした結果であるとの原因論的

仮説が置かれる。そして、犯罪者の処遇は、本人が望む基本財を適法な

手段で得ることができるよう支援することであり、本人の能力の向上や

環境の整備によって行われるべきであるという犯罪者処遇実務への示唆

が導かれる (Wardand Maruna 2007)。

ただし、本来の GLMは成人を想定しているため、本研究では、未成

年者を想定した G-MAP(Great Manchester Adolescent Project) によ

る修正モデルを使用する (Print2013 = 2015 : 43-46)。G-MAPのモデル

では、GLMの11の基本財は、 8の基本的ニーズに分類される。すなわち、

①楽しむ、②達成する、③自分自身である、④人と関わる、⑤目的をも

ち、よりよくなる、⑥情緒的健康、⑦性的健康、⑧身体的健康である。

以下、 ISRD3の質問項目の中から G-MAPの基本的ニーズに該当するも

のを抽出し、当該ニーズ充足の程度を算出し、その上でこれまでの非行

経験の有無を、基本的ニーズの充足の程度によって予測できるかどうか

を検討する。

(2) G-MAPの基本的ニーズによる ISRD3の設問の分類

修正モデルの基本的ニーズの定義に従って、 ISRD3日本調査で用いた

設問を分類した。「楽しむ」には、文化的活動やスポーツをする頻度や

地元をぶらぶらしたり、コンビニでたむろしたりする頻度を尋ねる 4項

目を分類した。「人と関わる」には多くの設問が該当したため、下位項

目として両親との関係等を尋ねる11項目（親との関係性）、学校の先生

との関係等を尋ねる 7項目（先生との関係性）、栽友との関係等を尋ね

る7項目（親友との関係性）を分類した。「目的をもち、よりよくなる」

は、下位項目として、特定の状況において何をするのが正しいか、ある

いは間違っているかについて尋ねる 8項目（道徳的な態度）と Self-

Controlを尋ねる 9項目（自己統制）を分類した。「情緒的健康」には、

幸福度を尋ねる 1項目、「身体的健康」には、重い怪我の経験を尋ねる

1項目を分類した。「達成する」「自分自身である」「性的健康」につい

ては、該当する設問はなかった。

（相澤育郎）
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(3) 独立変数としての基本的ニーズ得点の生成

各基本ニーズに該当した設問は、基本的ニーズが満たされていない状

態であれば得点が高くなるようにコード化した。例えば、「人と関わる」

であればその関係性が希薄であるほどに、「目的をもち、よりよくなる」

では向社会性や自己統制が低いほど得点が高くなるようにコード化し

た。そのうえで、各基本的ニーズに該当した設問をカテゴリカル主成分

分析 (CATPTA) し、第一主成分得点と第二主成分得点を合算したも

のを各基本的ニーズ得点とした。「情緒的健康」は 1項目だけだったの

で標準化した得点を、また「身体的健康」では「経験なし＝ 0」、「 1度

= 1」、「2度以上＝ 2」として標準化した得点を、基本的ニーズ得点と

した。表2に各基本的ニーズ得点の記述統計量などを示す。

表2 基本的ニーズ得点の記述統計量． Cronbachのa

度数 最小但 最大値 平均値 標準偏差 CronbachO)a（合計）

楽しむ 1,226 -1,39 3.01 0001 1.417 0.81 
親との関係性 1,116 -0.69 15.16 0 011 1 460 0931 
先生との関係性 1,226 ・0.86 14.38 0.009 1.456 0.915 
親友との関係性 1,226 -0. 67 31.03 0.022 1.608 0.911 
道1恵的な態度 1,226 -1 84 9.81 0001 1.418 0.954 
自己統制 1,226 -1 84 5.89 

゜
1.413 0.91 

身体的健康 1,108 -0.84 179 

゜
1 

情緒的鍵康 1.!.222 7.1ュ墾＿＿＿ 3.56 

゜
1 

(4) 基本的ニーズ得点は申告された非行経験の有無を予測できるのか

GLMの原因論的仮説からすれば、合法的に満たされない基本的ニー

ズを違法な手段によって得ようとする。つまり、基本的ニーズ得点が非

行経験の有無を予測することになる。そこで、これまでの非行経験の有

無を従属変数、各基本的ニーズ得点を独立変数としたロジスティック回

帰分析を行った（表3)。なお、「親との関係性」と「先生との関係性」

は高い相関関係があり (r=.813)、多重共線性が発生している可能性が

高いため、「先生との関係性」を除外して分析した。

分析の結果、非行経験の有無を有意に予測する基本的ニーズは、「親

友との関係性」・「道徳的な態度」・「自己統制」・「身体的健康」の 4つで

あった。
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乗しむ

親との関係性

親友との関係性

道徳的な態度

自己統制

身体的健康

情緒的鍵康

定数

Nagelkerke R2 

X 
2 

N 
'p<. 05 、 ~p<. 01、-p<.001 

(5) 小括

表3 ロジスティック回帰分析の結果

-0. 042 
-0. 129 
0. 105 
0. 347 
〇.184
0. 346 
0. 062 
-1. 459 

0. 143 
115. 895 (df=7) 

1,204 

SE 
0. 054 
o. 069 
0. 043 • 
0.054-
0. 054" 
o.on-
〇.074
0.079 -

Expfil 
o. 959 
0. 879 
1. 111 
1. 414 
1. 202 
1.414 
1. 064 
0. 233 

本節では、修正版GLMの基本的ニーズの充足度によってこれまでの

非行経験の有無を予測できるのかを分析してきた。その結果、親友との

関係性、道徳的な態度が良くなく、自己統制の状態が低く、そして病院

に行かなければならない重い怪我を経験していることが非行経験に結び

ついていることが示された。

GLMの観点からすれば、人は合法的に満たされていない基本的ニー

ズを違法な手段＝犯罪・非行によって得ようとする。しかし、 ISRD3調

査ではこのような時間的な因果関係は明らかではない。つまり、非行経

験によって基本的ニーズが満たされなくなった可能性も十分にあり、本

分析結果については注意が必要である。また、そもそも GLMでは各基

本財の関係性が明示されていない。今後は、基本的ニーズが非行経験に

影響を及ぽす具体的なメカニズムを検討する必要がある。

（我藤 諭）
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注

1 同報告書、ならびに別に作成した 3つのワーキングペーパーは、龍谷大学犯罪

学研究センターWebページにて公開しているので、下記 URLからご確認いただ

きたい。

https:/ / crimrc.ryukoku.ac.jp/isrd-j a pan/ 

2 本稿で取り扱わなかったものとして、津島による手続的公正理論の、また竹中

による社会的学習理論の検証がある。なお、津島の研究は、注 1で言及したワー
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キングペーパーシリーズの2に収められている。

3 囮 1において各種非行に対する回答者数が異なるのは、各設問に対する無回答

者の数が異なるためである。

4 0種類から 9種類までと14種類が回答の中に含まれている。

5 より詳細な理論の検討については、セルフコントロール生成の主因とされる家

庭環境を含めた分析を行なっている齋藤 (2022)に詳しい。
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